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第1部 総 論

第1章 通信及び情報化の現況

昭和55年 度の我が国の経済は,実質3.8%の 成長率とな り比較的良好な推移

を示 した。これは,個 人消費,民 間住宅投資等の内需の伸びが低迷 したもの

の,輸 出及び民間設備投資がともに堅調な動きをみせたためである。

社会経済活動の基盤をなす通信の分野は,こ のような経済動向と密接な関

連を有 している。郵便物数については,料 金改定の影響等により,前 年度に

比べ3,1%の 伸び率にとどまった。また,日 本電信電話公社(以 下 「電電公

社」という。)の55年 度予算においては建設勘定予算が1兆7,100億 円と過去

最高の投資額となった。一般加入電話の新規架設数は普及の進展等により前

年度実績を若干下回った。

通信サービスの総生産額(収 入額)は,国 内 ・国際電気通信サービスにつ

いて通話料等の引下げが行われたものの,郵 便,放 送 とともに電信電話 も安

定 した伸びを示 し,全 体では,6兆1,125億 円と前年度に比べ5.6%の 増 と

なった。

本章では,55年 度の通信について,ま ず年間の状況を概括的には握し,次

いで通信事業経営の現状,通 信関連産業の動向及び家計と通信について,55

年度の社会経済動向との関連を明らかにし,さ らに,我 が国の情報化の動向

及び諸外国における情報通信の動向について取 り上げることとする。
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第1節 昭和55年 度 の通信 の動 向

1通 信の動向

(1)概 況

ア.国 内通 信 の動 向

最 近 の 国 内通 信 の動 向 は 第1-1-1図 の とお りで あ る。

郵 便 サ ー ビスに つ い てみ る と,55年 度 の 内 国郵 便 物 数 は157億 通(個)で,

対 前 年度 比3.1%の 増 加 とな り,51年 度 以来 の低 い伸 び率 とな った が,こ れ

は56年1月 に実 施 され た料 金 改 定 の影 響 等 に よる もの と考 え られ る。

年 賀及 び選 挙 郵 便物 を除 いた 平常 信 の動 きをみ る と,127億 通(個)と な

り,対 前 年 度 比3.6%の 伸 び を示 して い る。

これ を 郵 便 サ ー ビス の生 産額(外 国郵 便 物 を含 む 。)で み る と,料 金 を 改

定 した こ と もあ り,対 前 年 度 比8.2%増 の8,539億 円 とな った 。

第1-1-1図 国内通信の動向
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郵 政 省,電 電 公 社 資 料 に よ り作 成 。
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な お,54年 度 の我 が 国 の 総 郵 便物 数 は153億 通(個)と 米 国,ソ 連 に 次 ぎ世

界 第3位 で あ るが,国 民1人 当 た り差 出通 数 に つ い て み る と,我 が 国 は131。9

通 で あ り,米 国 の454.8通,フ ラ ソス の240.2通,西 独 の224,3通,英 国 の

185.7通 等 と比 ぺ て相 当 の隔 た りが あ り,世 界 第19位 とな って い る。

電 信 サ ー ビス に つ い て み る と,電 報 の発 信 通数 は38年 度 の9,461万 通 を ピ

ー クに以 後 毎 年,減 少 を続 け て きた が ,52年 度 以降 ほ ぼ横 ば い の 状 況 に あ

り,55年 度 に お い て は,4,104万 通 とな って い る。 ま た,利 用 内 容 を み る と

慶 弔電 報 の全 体 に 占 め る割 合 が 圧 倒 的 に 多 く,55年 度 で は前 年 度 と同 様73%

で あ った。

加入 電 信 加 入 数 は,51年 度 末 の7万6千 加 入 を ピー クに 減 少 傾 向 とな り,

55年 度 末 に は5万8千 加 入 と,対 前 年 度 比8.6%の 減 少 とな った 。 これ は,

デ ー タ通 信 や フ ァ ク シ ミ リ等 の他 の通 信 メデ ィアへ の移 行 等 が あ った た め と

み られ る。

55年 度 の電 信 サ ー ビス の生 産 額 は,加 入 電 信加 入 数 の 減 少 等 のた め,640

億 円 と対 前 年 度 比5.1%の 減 少 とな った 。

55年 度 末 の加 入 電 話 等加 入 数 は,3,905万 加 入 に達 した 。 この うち,一 般

加 入電 話 につ い て は,増 設 予 定 数135万 加 入 に対 し,127万 加 入 が増 設 され

た 。 ま た,地 域 集 団 電 話 に つ い ては,17万5千 加 入 が 一 般 加 入 電 話 に変 更 さ

れ た。

電 話 の普 及 状 況 に つ い て み る と,人 口100人 当 た りの加 入 電 話 普 及 率 は

33.3加 入 とな った。

また,54年 度 には,電 話 機数 で は米 国 に 次 い で世 界 第2位,人 口100人 当

た り電 話機 数 で は,米 国,ス ウ ェー デ ン,ス イ ス,カ ナ ダ,二 凶 一 ・ジ ー ラ

ン ド等 に 次 い で 第9位 に 位 置 して い る。

一 般 家 庭 に お け る電 話 の普及 及 び事 業 所 に お け る経 営 効 率 化 の た め の通 信

利 用 の高 度 化等 を背 景 と して,電 話 に対 す る国 民 の ニー ズは 高 度化,多 様 化

の傾 向を 強 め,各 種 の附 属 装 置 等 も着 実 に 増 加 して い る。 電 電 公 社 が提 供 し

て い る附 属 装 置 等 に つ い てみ る と,親 子 電 話 は533万 個,プ ッシ ュホ ン329万
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個,ホ ー ム テ レホ ン95万 セ ッ ト.ビ ジ ネス ホ ソ401万 個,電 話 フ ァ ッ クス1

万5千 台 と な って い る。 ま た,従 来 か ら のサ ー ビス に加 え,「多機 能 プ ッシ ユ

ホ ン」,「公 衆 フ ァ ッ クス サ ー ビス」 等 の サ ー ビスが 新 た に 提 供 され る よ うに

な った。

電 話 サ ー ビスの 生産 額 に つ い ては,対 前年 度 比3,9%増 の3兆5,257億 円

とな った 。

な お,農 林 漁 業 地 域 の通 信 手 段 と して利 用 され てい る有線 放送 電 話 の端 末

設 備 数 は,前 年 度 に比 べ て3.6%減 少 し,172万 台 とな った。

ま た,有 線 放 送 電話 サ ー ビス の生 産 額 は,前 年 度 に 比 べ0.1%減 の180億 円

とな った 。

専 用 サ ー ビスは,電 話 の ほか,デ ー タ伝 送,フ ァ クシ ミ リ伝 送 等 多 様 な用

途 に利 用 され て い る。

そ の利 用 動 向 を 回線 数(帯 域 品 目の うちD～J規 格 及 び符 号 品 目 の 回線

数)で み る と,55年 度 末 現 在,対 前年 度 比1.4%増 加 し,30万2千 回線 とな

った 。

55年 度 の専用 サ ー ビス の生産 額 は,対 前 年 度 比6,5%増 の916億 円 とな っ

た。

デ ー タ通 信 は,55年 度 も順 調 に推 移 し,デ ー タ通 信 シス テ ム数 は,前 年 度

に比 べ25.9%増 加 し,5,879シ ス テ ム(私 設 シス テ ム を除 く。)と な った。

デ ー タ通 信 回線 の うち,特 定 通信 回線 は10万 回線 と前 年 度 に比 べ て20.1%

増 加 して お り,公 衆 通 信 回線 も3万4千 回 線 と対 前 年 度 比 の46.1%増 加 とな

った 。

こ の よ うな 状況 の下 で,電 電 公 社 のデ ー タ通 信 サ ー ビス の 生産 額 は,前 年

度比 で16.4%増 加 し,1,599億 円 とな った。

放 送 関 係 で は,日 本 放 送協 会(以 下 「NHK」 とい う。)の テ レ ビジ ョ ン放

送 の受 信 契約 総 数 は,55年 度末 に お い て対 前 年 度 比1,1%増 の2,926万 件 と

な った 。 カ ラ ー契 約 は,2,649万 件 とな り,契 約 総 数 の90.5%を 占 め て い る

が,カ ラ ーテ レ ビの普 及 の 進展 と と もに年 度 増 加 数 の 伸 び は 鈍化 して い る。
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一 方
,ラ ジ オ放 送 は,カ ー ラジ オ,ラ ジオ ・カ セ ッ ト等 の普 及 を 背景 に,

安 定 した発 展 を 続 け て い る。

放 送 サ ー ビス の 生産 額 に つ い ては,NHKで は 受 信 料 を 改定 した こ と もあ

り,対 前 年 度 比23.6%増 の2,650億 円 とな った。 また,民 間 放 送 で は ス ポ ッ

ト収入 を中 心 とす る広 告 料 収 入 の伸 び が 鈍化 した こ と もあ り,対 前 年 度 比

5.3%増 の9,863億 円 とな った。

イ.国 際 通 信 の 動 向

最近 の 国際 通 信 の 動 向 は,第1-1-2図 の とお りで あ る。

外 国 郵便 物 数 を み る と,外 国 あ て の もの に つ い ては 対 前 年 度 比6.4%増 の

1億1,163万 通(個)で あ り,一 方,外 国 来 の もの は対 前 年 度 比3.0%減 の

1億1,755万 通(個)で あ った。 通 常 郵 便 物 の地 域 別 交 流 状 況 を み る と,差

立 で は,ア ジア州 が 最 も多 く31.1%を 占め,到 着 では 北 ア メ リカ州 が37.1%

と最 も多 い。 ま た,航 空 便 の 占 め る割 合 は,年 々上昇 を続 け て お り,差 立及

び 到 着 を 含 め た外 国 郵 便 物 数全 体 で,55年 度 は80.5%と な った 。

国際 電信 サ ー ビスに つ い て み る と,国 際 電 報 は,近 年 停 滞 の傾 向 に あ り,

55年 度 に お け る取 扱 数 は334万 通 と前 年 度 に 引 き続 き9.3%の 減 少 とな った 。

地 域 別 に み る と,ア ジ ア州 が 最 も多 く57.0%を 占 め て い る。

国際 加 入 電信 取 扱 数 は 対 前 年 度比16.1%増 の3,798万 度 とな った 。 また,

55年 度 末 の 国際 加 入 電 信 加 入数 は7,344加 入,電 電 公 社 の加 入 電 信 加 入 者 の

うち,国 際 利用 登 録 者 数 は,2万143加 入 で,そ れ ぞれ 順 調 な伸 び を 示 して

い る。

なお,国 際 電信 サ ー ビス の生 産額 は,対 前 年 度 比4.9%増 の556億 円 とな

った。

国際 電 話 サ ー ビス に つ い てみ る と,そ の通 話 度 数 は 対 前 年 度 比19.6%増 の

2,343万 度 とな り,こ れ を 生産 額 でみ る と,対 前 年 度 比4。0%増 の709億 円 とな

った。 対 地 別 に は ア ジ ア州 が最 も多 く,49.3%を 占 め てい る。 な お,48年3

月 に 開始 され た 国際 ダ イ ヤル 通話 の利 用 は 年 々増 加 して お り,55年 度 に お い

て は,全 発信 度 数 の32.3%を 占 め,前 年 度 に 比 べ52.9%の 増 加 とな った。 今
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第1-1-2図 国際通信の動向(45年 度=100)
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郵 政 省,国 際 電 電 資 料 に よ り作 成 。

後,国 内利用可能地域の拡大とともに更に増加することが予想される。

国際専用回線等のサービスは,55年 度末現在で音声級回線200回 線,電 信

級回線612回 線とな り,前 年度に比ぺ各々4.2%,6.3%の 増加 となった。

国際専用回線等のサービスの生産額は,料 金の引下げを行った こ と もあ

り,対 前年度比4.1%減 の107億 円となった。

(2)主 な 動 き

ア.郵 便料金の改定等

郵便法等の一部を改正をする法律が55年11月26日 成立 し,56年1月20日 か

ら施行された。

改正の主な内容は,① 封書60円,葉 書40円(56年3月 末 日までは30円)に
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第1-1-3表 通信サー ビスの生産額

(単位:億 円)

区 分

郵 便

公 社 電 話

有線放送電話

国 際 電 話

公 社 電 信

国 際 電 信

公 社 専 用

国 際 専 用

公社 データ通信

国 際 そ の 他

NHK

民
間
放
送

ラ ジ オ

テ レビ ジ ョン

54年 度

7,895

33,950

180

681

674

530

860

llI

34,811

1,204

971

1,374

90

2,144

1,221

8,147

11,512

55年 度

8,539

35,257

180

709

640

556

36,146

1,196

増△減率(%)

8。2

916

107

3。9

△0.1

4。0

益5.1

4.9

3.8

凸0.7

回⊥
1,599

109

2,650

1,334

8,529

12,513

16.4

21.1

23,6

9,3

4.7

8.7

備 考

郵政事業特別会計に
おける郵便業務収入

電電公社の電話収入

各事業体の事業収入
合計

国際電電の電話収入

電電公社の電信収入

国際電電の電信収入

電電公社 の専用収入(
データ通信収入を

除 く。)

国際電電の専用収入

電電公社のデー タ通
信収 入

国際 電電のその他 の収
入

受信料収入と交付金収
入

民間放送各社の ラジ
オ収入

民間放送各社のテ レ
ビ収入

計 57,857 61,125 5.6

参

考

国民総生産1・22・ ・23【 2,404,237 8.o名 目額

民 間最 終
消費支 出

1,299,9121,401,987 ・・1名臓

(注)1.郵 政 省,電 電公社,国 際 電電,NHK等 の資料 による。

2.国 民総生産,民 間最終消費支 出は,経 済企画庁資料 による。
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するなど郵便料金を改定したこと,② 郵便事業に係る累積欠損金が解消され

るまでの間,一 定の範囲,一 定の条件の下で封書及び葉書の料金は郵政審議

会に諮問した上,省 令で定めるように料金決定方法を弾力化したこと,③ 新

たに広告つき葉書を発行し,こ の葉書は一般の葉書より安 く(売価35円)販 売

するほか,切 手類の交換を葉書 と葉書だけに限らず,切 手と切手,切 手 と葉

書の相互の交換もできるようにするなどサービスの改善を図ったこと,な ど

である。

なお,こ の郵便法等の一部改正と併せて郵便規則の一部 も改正 され,第 三

種郵便物,第 四種郵便物,書 留,速 達料等の料金や郵便の取扱内容の一部が

改正され,1月20日 から施行された。

イ.電 子郵便実験サービスの開始

郵政省は,56年7月20日 から電子郵便実験サービスを開始 した。実験サー

ビスの主な内容は,① 東京,名 古屋及び大阪の各中央郵便局に高速ファクシ

ミリ送受信装置を設置する,② 電子郵便は前記郵便局の窓口で引き受け,同

装置で伝送した後,速 達郵便物の例により配達す る。③配達地域は東京23区

内,名古屋市内及び大阪市内とする。④料金は1通 につきA4判1枚500円,

追加1枚 ごとに300円 加算 となっている。

郵政省はこの実験を通 じて,サ ービスの在 り方,需 要の動向,運 用の経済

性,機 器の性能等について,詳 細な検討を行 うこととしている。

ウ.電 気通信政策懇談会の提言

郵政省は,1980年 代における我が国の電気通信政策等に関 してその課題と

展望を明らかにするため,55年10月,郵 政大臣の私的懇談会である 「電気通

信政策懇談会」を設けた。

同懇談会では,① 電気通信の分野における新 しい秩序の確立,② 公衆電気

通信事業体の在 り方,③ 電気通信の高度化の推進 とそれに伴 う問題点に対す
ア

る対応,④ 国際化への対応と国際社会への貢献一 の4点 を中心に幅広 く検

討を行い,56年8月24日 郵政大臣に提言を行 った。

この中には,緊 急課題として 「データ通信回線利用の自由化の問題」につ
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い て の具 体 的 な 提 言や,政 策 審 議 機 関 の拡 充 強化 等 の提 言 も含 まれ て い る。

郵 政 省 は,今 後,こ の提 言 の 趣 旨を尊 重 し,こ れ を 踏 まえ た施 策 を推 進 し

て い くこ と と して い る。

エ.フ ァ ク シ ミ リ通 信 網 サ ー ビス 等 の 開始

電 電 公 社 は,フ ァ クシ ミ リ通 信 の 大 衆 化 の た め,56年9月16日 か ら フ ァ ク

シ ミ リ通 信 網 サ ー ビス及 び ミニ フ ァ ックス サ ー ビスを 開始 した。

フ ァ クシ ミ リ通 信網 サ ー ビスは,蓄 積 変換 装置 とデ ィジ タル伝 送 路 を 用 い

て,高 速 ス ピー ドで効 率的 に フ ァ クシ ミ リ信 号 を送 る こ とが で きる ため,遠

距 離 の場 合 で も比 較 的 安 い料 金 で 通 信 が で きる。

また,ミ ニ フ ァ ックス は,A5判 サ イ ズの フ ァ クシ ミ リ端 末 で あ るが,機

能 の簡 易 化 等 に よ り,低 価 格 化,小 型 化 を 図 った もの で,フ ァ クシ ミ リ通 信

網 へ接 続 で き るほ か,電 話 網 に も接 続 して通 信 す る こ とが で きる。

オ.遠 距 離 通 話 料 の 引下 げ 等

電 電 公 社 は,遠 距離 通 話 料 と近 距 離通 話 料 との格 差 是 正 を 図 る た め の当 面

の措 置 と して,55年11月,通 話 料 の夜 間 割 引 制 度 を 改 正 した と こ ろ で あ る

が,56年4月28日,公 衆 電 気 通 信法 の一 部 を 改 正 す る 法律 が成 立 した こ とに

伴 い,56年8月5日 か ら遠 距 離 通話 料 を500kmを 超 え る地 域 に つ い て14～

17%引 き下 げ る と と もに,56年8月9日 か ら 日曜 ・祝 日に 係 る料 金 を60km

を超 え る地 域 に つ い て約40%引 き下 げ た。

カ.電 電 公 社 資 材 調達 問題 の解 決

東京 ラウ ン ドの 「政 府調 達 に 関 す る協 定」 に関 す る交 渉 に お い て,同 協 定

の電 電 公社 へ の適 用 を 巡 り,日 米 間 の重 要交 渉 事 項 とな って い た電 電 公 社 の

資 材 調 達 問題 は,55年12月19日,大 来 ・アス キ ー一両 代表 間 の 書簡 交 換 に よ

り解 決 した。

この 解 決措 置 にお いて,電 電 公社 は,公 衆 電気 通 信 設 備 の 特殊 性 を考 慮 し

っ っ,調 達 手続 に おけ る 内外 無差 別 原 則 等 の政 府 調 達 協 定 の趣 旨を勘 案 した

新 しい調 達 手 続 を56年1月1日 か ら採 用 し,56年6月10目,そ の詳 細 手 続 で

あ る 「公 衆 電 気 通信 設 備 の調 達 手続 」 を 公 表 した。
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キ.国 際 通 信 料 金 の 改定

国 際電 信 電 話 株 式 会 社(以 下 「国 際 電 電」 とい う。)は,54年12月1目 の 料

金 引 下 げ に続 い て,55年7月1日,国 際 通 話 料 金 を10～55%,国 際 専 用 回 線

料 金 を電 信 級 に つ い て は28～35%,音 声 級 に つ い て は15～26%そ れ ぞ れ 引 き

下 げ た。 ま た,55年10月1日,国 際 デ ー テ ル料 金 を44～54%,国 際 テ レ ビジ

ョン伝 送 料 金 を定 時 伝 送 に つ い て は19～32%,随 時 伝 送 に つ い て は20～22%

それ ぞれ 引 き下 げ た 。 さ らに,56年4月1日 に は 国 際 加 入電 信 料 金 を10～17

%,国 際 通 話 料 金 を17～55%,国 際 専 用 回 線 料 金 を 電信 級 に つ い て は3～28

%,音 声 級 に つ い て は6～46%そ れ ぞ れ 引 き下 げ た 。

ク.国 際 コ ンピ ュー タ ・ア クセ スサ ー ビス等 の 開 始

国 際電 電 は,55年9月8日 か ら 「国 際 コ ン ビ_一 タ ・ア クセ ス サ ー ビ ス

(略称:ICAS)」 を 開始 した。 こ のサ ー ビス は,我 が 国 の利 用 者 の端 末 か ら

外 国 の ホ ス トコ ン ピ_一 タに オ ンラ イ ンで ア クセ ス し,ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ

に収 容 され た 情報 を い つ で も,即 座 に,必 要 な 部 分 だ け 入 手 で きる もの で,

当面,我 が 国 と米 国 との間 で 行 わ れ る通 信 を取 り扱 う こ と と して い る。

また,55年10月1目 か ら 国際 電 話 網 を 利 用 した 加 入電 話 相 互 間 の フ ァ ク シ

ミ リ通 信 及 び デ ー タ伝 送 の取 扱 い を 開 始 した 。

このサ ー ビス の取 扱 対 地 は,55年 度 末 現 在,米 国,英 国 等29対 地 とな って

い る。

ケ.放 送 の多 様 化 施 策 の推 進

郵 政 省 は,テ レ ビジ ョン音 声 多 重 放 送 に つ い て 放 送 の多 様 化 を 図 るた め,

55年12月,従 来 二 か 国 語 放 送及 び ス テ レオ ホ ニ ッ ク放 送 に 限 って い た 免 許 方

針 を 改 正 し,例 え ぽ解 説 放 送 の よ うに テ レビジ ョ ンの主 番 組 内容 を 充 実 させ

るた め の放 送(い わ ゆ る 「補 完 的 利用 」)の す べ て及 び 一 定 の条 件 の下 で の災

害 に関 す る情 報 の 放送 を認 め る こ と と した。

ま た,56年3月,電 波技 術 審 議 会 か ら テ レ ビジ ョン文字 多 重 放 送 の方 式 や

技 術 基 準,緊 急 放 送 シス テ ムに適 した 信 号方 式 の 基 本 につ い て答 申が あ った

が,こ れ らを 含 め,放 送 サ ー ビス の在 り方 に つ い て,現 在,学 識 経 験 者 等 か ら



第1章 通信及び情報化の現況 一11一

なる 「放送の多様化に関する調査研究会議」において検討が行われている。

コ.放 送大学学園法の成立

放送を効果的に利用することにより,広 く国民に大学教育の機会を提供す

るという放送大学学園法が56年6月4日 成立し,56年6月11日 から施行され

た。

法律の主な内容は,① 放送大学学園を設立すること,② この放送大学学園

が放送大学を設置するとともに,放 送大学の教育に必要な放送を行 うこと,

③ これに伴って,放 送法の一部を改正し,放 送大学学園の放送に関する規律

を定めることなどである。

なお,こ の法律に基づき56年7月1日,放 送大学学園が設立 された。

サ.電 波法の一部改正

無線局の免許申請者及び無線従事者国家試験の受験者の増加に対応 し,行

政事務の簡素合理化と申請者等の利便の増進を図るなどのため,電 波法の一

部を改正する法律が56年5月15日 成立した。

改正の主な内容は,① 無線設備の技術基準適合証明制度の創設,② 電話級

アマチュア無線技士等の資格試験実施事務の委託,③ 一定の条件の下での外

国人に対するアマチュア無線局の免許の付与,④ 免許を受けずに無線局を開

設 した者に対する罰則の創設,な どであり,①,② 及び③については56年11

月23日から,④ については58年1月1日 から施行される予定である。

シ.宇 宙通信実用化の促進

実験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)及 び実験用 中 型 放 送 衛 星

(BS「 ゆ り」)に よる各種の基本実験は53年 度から行われてお り,多 くの成

果が得 られている。特に 「さくら」については,55年 度は公共業務用衛星通

信システムに関する実験(警 察,国 鉄関係),災 害対策用衛星通信システムに

関する実験等,実 用化に向けての応用実験が行われた。

これらの成果を踏 まえて,我 が国の実用通信衛星は57年度及び58年度に,

また,実 用放送衛星は58年度及び60年 度に,そ れぞれ本機,予 備機を打ち上

げる計画となっている。



一12一 第1部 総 論

また,60年 代前半には より大型の実用通信衛星及び放送衛星の打上げが考

えられるが,こ れらの衛星の利用の在 り方について,学 識経験者等からなる

「電波利用開発調査研究会(実 用衛星部会)」 において検討が進め られ て お

り,56年6月,こ のうち通信衛星についての報告書がまとめられた。

ス.国 際電信電話諮問委員会総会の開催

国際電信電話諮問委員会(CCITT)の 第7回 総会が,1980年11月10日 から

21日 まで,ジ ュネーブにおいて開催された。この会議はほぼ4年 ごとに開か

れてお り,今 回の総会では,光 ファイバヶ一ブルの伝送特性,デ ィジタル総

合サービス網の基本原則,ビ デオテックスのための国際情報交換,G3フ ァ

クシミリ機器の標準化,テ レテックスの標準化等に関する勧告が採択された。

2昭 和55年度の社会経済動向と通信

(1)通 信事 業経 営の 現 状

ア.通 信 事 業 の収 支 状 況

55年 度 に おけ る通 信 事業 の収 支状 況は,第 二 次 石 油 危 機 の影 響 に もか か わ

らず 比 較 的 良 好 な 経 済 状 況 の下 に,お おむ ね 順 調 な推 移 を み た が,一 部 に悪

化 の傾 向 もみ られ た。 これ は,主 に 人 件 費 等 の経 常 経 費 が 増 加 して い る こ と

な どに よ る もの で あ る。 以 下,個 々 の事 業 に つ い て55年 度 の 収 支 状 況 を 概 観

す る こ と とす る(第1-1-4表 及 び 第1-1-5図 参照)。

郵 便 事 業 に つ い ては,54年 度 の224億 円の 赤字 に 続 き,55年 度 に お い て も

収 入 は9,402億 円(対 前 年 度 比8.2%増),支 出 は9,773億 円(対 前 年 度 比9.6

%増)で371億 円 の赤 字 とな り,累 積 欠 損 金 も2,495億 円 とな った。

電 電 公 社 につ い ては,収 入 は4兆63億 円(対 前 年度 比3.9%増),支 出 は3

兆6,183億 円(対 前 年 度比6.3%増)と な り3,881億 円 の収 支 差 額 が 生 じた。

国 際電 電 につ い ては,収 入1,566億 円(対 前 年 度 比6.1%増),支 出 は1,410

億 円(対 前 年 度 比7.8%増)と,差 引 き156億 円 の収 支 差 額 を 計 上 した 。

NHKに つ いて は,収 入 は2,720億 円(対 前 年度 比23.9%増),支 出は2,513

億 円(対 前 年 度 比8.9%増)で 差 引 き207億 円 の収 支 差 額 を 計 上 した が,こ れ



第1章 通信及び情報化の現況 一13一

第1-1-4表 通信事 業の収支状況

区 別

郵便 事業

電電 公社

国際 電電

有線 放送
電 話

NHK

民

間

放

送

ラジオ
テ レビ

兼営社

ラジオ
単営社

テ レビ

単営社

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年

度

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

収 入

百 万 円
869,051

940,233

(108.2)
百 万 円

3,855,609

4,006,306

(103。9)

百 万 円

147,576

156,635

(106,1)

万 円

2,412

2,505

(103.9)

百 万 円

219,546

272,045

(123.9)

百 万 円

10,867

11,505

(IO5.9)

百 万 円
3,750

4,092

(109。1)

百 万 円

9,345

9,484

(101.5)

億 円
5,517,947

6,624,149

(120.0)

億 円

1,954,975

2,294,889

(117.4)

億 円

74,133

111,626

(150.6)

支 出

総 劉 人磐
百 万 円%

891,50672.[

977,31872.0

(109.6)
百 万 円%

3,402,66733。5

3,618,25233.7

(106.3)

百 万 円

130,788

141,052

(107.8)

万 円

2,351

2,504

(106.5)

百 万 円

230,850

251,346

(108。9)

百 万 円

9,456

10,208

(108.0)

百 万 円
3,299

3,580

(108.5)

百 万 円

8,137

8,552

(105.1)

億 円
5,301,387

6,361,374

(120。0)

億 円

1,836,459

2,172,102

(ll8.3)

億 円

67,524

91,204

(135.1)

%
33.2
34.4

%
50.8
49.4

%
35.1
34.4

%
32.4
32.0

%
26.4
26.9

%
20.2
20.7

%
10.3
9.8

%
14.1
13.4

%
11.7
8.8

収支差額

百 万 円
△22,455

△37,085

百 万 円

452,942

388,054

百 万 円

16,788

15,583

万 円
61

1

百 万 円
△11,304

20,699

百 万 円

1,411

1,297

百 万 円
451

512

百 万 円

1,208

932

億 円
216,560

262,775

億 円

118,516

122,787

億 円

6,609

20,422

収支率

%
102.6

103.9

%
88.3
90.3

%
88.6
90.1

%
97.5
100.0

%
105.1
92.4

%

87.0

88。7

%
88.0
87.5

備 考

郵便 事業の直接収支
のほかに郵便 事業 に

係 るその他雑収入及
び総係費 等 を 含 む
(損益計算に よる。)。

損益計算書による総
合収支

損益計算書による総
合収支

850施 設

810施 設

1施 設 当た

りの平均値。
事業外収支
を含む。

損益計算書による総
合収支

36社

36社

17社

17社

劃
57社

59社

1社 当た り
の平均値。

損益計算書
に よる総合

収支

%
96.1
96.0

%
93.9

94。6

%
91.1
81.7

「法人企業統計」(大

蔵 省)に より,資 本
金1,000万 円以上の
企 業を対 象に作成。
54年度 「法人企業統

計年報 」の うち対象
企業 の合計

55年度 「法人企業統

計季報 」の55年4～
6月期か ら56年1～
3月期 までの合計

(注)()内 は,対 前年度比(%)を 示す。



一14一 第1部 総 論

は55年5月 の受 信料 改定 の寄 与 が 大 きい も の と思 わ れ る。

民 間 放 送 に つ い て は,広 告 料 収 入 の 伸 び が 低 下 した もの の,総 収 入 は 対 前

年 度 比5.6%増 の1兆433億 円 と初 め て1兆 円 を超 え た。 また,総 支 出 は8・4

%増 の9,329億 円 とな り,収 支 差 額 は13,3%減 の1,104億 円 とな った。

第1-1-5図 通信事業の収支率

130

120

110

収

支100

率

90

80

!
!
1

!

"、/

、＼

、
郵便事業

ノ ー縄羨陰 桑頭 灘
!民 間放送

oL_⊥__⊥__一__一__一__⊥__L_
% 4849505152535455

年 度

支 出額(注)1
.収 支 率= ×100収 入額

2.民 間 放送 は,全 社(55年 度 はll2社)の 平 均 値 で あ る。

イ.通 信事業の財務構造

55年度における各事業体の財務比率は,第1-1-6表 のとお りである。

郵便事業では,人 力依存度が高い事業の性格に よるほか,局 舎借入れ,輸

送の外部委託等の運営形態をとっていることにより,労 働装備率と総資産に

占める固定資産の比率は小さくなっている。

全国的な規模の設備を有する事業の性格を反映 して,電 電公社の総資産に

占める固定資産比率及び労働装備率はそれぞれ90・8%及 び23,507千 円で,他
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第1-1-6表 通信事業の財務比 率

区 別

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

N H K

民

間

放

送

ラ ジナ ・テ レビ

兼 営 社

ラ ジオ 単 営 社

テ レビ単 営 社

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年度

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

54

55

総資産に
占める固
定資産比
率

%
58.2

57,6

90.9

90.8

65。9

67,9

76.4

70.7

52.5

53.8

56.9

54,9

41,7

44。0

35,4

35.6

34.9

34。9

91.1

89.7

固定比率

%
143.4

150.1

246,9

224.9

115.8

113.9

137.7

119.9

99.7

102.3

137.7

124.1

93.0

100.2

240.2

222.0

175.3

160.5

667.3

629.3

固定資産
対長期資
本 比 率

%
92.9

91.9

94.6

94.1

86。6

84,9

90。6

85.7

68.9

70.8

87.8

83.9

63.1

68.5

88.7

86.0

83.1

79.9

112.7

112.8

負債比率

%
146.4

160.7

171.4

147.6

75.8

67,8

80.1

69.6

90.2

89.0

141.9

126.O

123。0

127.9

577.9

524.4

402.2

359.2

632.8

601,3

流動比率
労 働

装備率

%千 円

ll2.03,798

113.54,028

207.3

239.3

143。8

161.2

138.5

152.6

199.4

197.8

122.3

112.6

178.2

160.5

108.8

111.1

22,120

23,507

13,375

14,771

8,315

8,560

8,155

8,599

6,521

8,018

10,197

10,925

5,357

5,792

ll4.24,653

117.44,963

47.774,764

53.284,511

(注)1個 定比率 雀 馨肇・1・・

固定資産対長期資本比率:

負債比率 ・自畿 本 ・1・・

固定資産
自己資本+固 定負債

流動比率 ・翻 箸震・1・・

×100

目u・当年度末平均従 業員数

2.郵 便 事業は,郵 政事業特別会計の数字 を使用 した。

3.全 産業,製 造業及び電気業については,「法人企業統計」(大 蔵省)に よ

り,資 本金1,000万 円以上の企 業を対 象に作成。54年 度は 「法人企業統計

年報」の うち対 象企業の合計,55年 度は 「法人企業統計季報」の55年4～

6月 期か ら56年1～3月 期 までの合計 である。

労働装備率:前 。当年度杢平 均(有 形 固定資産 一建設仮勘定)
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の通信事業及び他産業と比較 して高い値を示 している。55年 度においては・

固定比率,負 債比率も更に向上し,そ れぞれ224.9%及 び147.6%と なるな

ど,全 般的に財務体質の改善が図られている。

国際電電では,お おむね前年度 と同様の財務状況にあるが,負 債比率は更

に減少 し,流 動比率が増加 している。

NHKで は,収 支状況が好転 したことを反映して,固 定比率,固 定資産対

長期資本比率,負 債比率が大幅に減少 し,流 動比率が増加 している。

民間放送においては,NHKと 比較して総資産に占める固定資産比率がお

おむね低くなっている。

ウ.通 信関係設備投資の動き

55年度の通信分野における設備投資額は1兆9,378億 円であ り,各 分野別

にみると第1-1-7表 のとお りである。

第1-1-7表 通信関係設備投資額

区 別

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

NHK

民 間 放 送

計

54年 度

億 円
983

16,664

291

216

587

18,741

55年 度

億 円
1,125

17,090

308

238

617

19,378

増 △減率

%
14.4

2.6

5.7

10.2

5.1

3.4

内部資金
比 率

%
53.3

68.3

100.0

73.9

備 考

郵政事業特別会計
の建設投資額

資金調達額に占め
る内部資金の比率

減価償却額と有形
固定資産増加額か
ら推定

郵便事業では,老 朽狭あい局舎の改善を図 り郵便局の増置を行ったほか,

郵便物の処理の近代化 ・効率化の一環として,55年 度においても郵便番号自

動読取区分機 ・郵便物自動選別取 りそろえ押印機等の省力機械が配備され,
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引 き続 き機 械 化 が 推 進 され た。 これ ら の設 備 投 資額 は 前年 度 に 比 べ て14.4%

増 の1,125億 円 で あ り,そ の うち600億 円 が 自己 資金 で,525億 円 が財 政投

融 資(簡 保 資 金)か らの借 入 金 であ る。

電 電 公 社 に お い て は,55年 度 は 対 前 年 度比2.6%増 の1兆7,090億 円 の設 備

投 資 が 行 われ た。 これ に よ り一 般 加 入電 話 は144万4千 加 入 の増 設(地 域 集

団 電 話 か ら 一般 加入 電 話 へ の種 類 変 更17万5千 加入 を含 む 。)が 行 わ れ た 。

さ らに,公 衆 電 話7万1千 個 を は じめ,プ ッシ ュホ ン59万 個,ホ ー ム テ レホ

ン20万1千 セ ッ ト,電 話 フ ァ クス6千 台,ピ ン ク電 話12万5千 個 等 が 設 置 さ

れ,局 舎 の建 設,通 信 設備 の拡 充 並 び に 維 持 改 良,加 入区 域 の拡 大,デ ー タ

通信 シ ス テ ム の建 設 等 も行 わ れ た 。 資 金 調 達額 は2兆2,886億 円で あ り,こ

の うち,内 部 資 金 は1兆5,628億 円,加 入者 債 券,特 別債 券 等 の外 部 資 金 は

7,257億 円 とな り,内 部 資 金 比 率 は54年 度 の69.3%に 対 して55年 度 は68.3%

とな った 。

国 際 電 電 に お い て は,308億 円 の設 備 投 資 が 行 わ れ た 。 これ に よ り,茨 城

衛 星 通 信 所 に お け る イ ンマ ルサ ッ ト通信 衛 星 用 地 球 局 の建 設,山 口衛 星 通 信

所 に お け るイ ンテ ルサ ッ トV号 衛星 用 地 球 局 の完 成 等 通 信 設 備 の増 設,日 本

・韓 国 間 海底 ケー ブル の完 成 ,非 常 災 害 対 策 設 備 の建 設 等 が 行 わ れ た 。 ま

た,国 際 通信 回線 に つ いて は,加 入 電信 回線160回 線,電 話 回線292回 線,

専 用 回線44回 線,そ の他7回 線 合 計503回 線 が 新 増 設 され た。

NHKに お い ては,238億 円 の建 設 投 資 が 行 わ れ た。 テ レ ビジ ョ ン放 送 難

視 聴 の解 消を 目指 して,極 微 小電 力 テ レ ビジ ョン 放 送 局(ミ ニサ テ)を 含

め,総 合 放 送150局,教 育 放送145局 を 開 設 した。 ラ ジオ放 送 網 の建 設 に つ

い て は,第1放 送 に お い て1局,FM放 送 に お い て5局 を開 設 した 。 また,

画 質 改善 等 のた め のテ レビ ジ ョン基 幹 放 送 所 の 整備,ス タ ジ オ設 備 の 整備,

音 声 多重 放 送 関 係 設 備 の新 設等 が進 め られ た 。 これ ら建 設 資 金 の調 達 に つ い

て み る と,内 部 資 金 は176億 円,放 送 債 券 等 の 外 部 資金 は62億 円 とな って い

る。

民 間 放 送 に お い ては,対 前 年 度 比5.1%増 の617億 円 の設 備 投 資 が 行 わ
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れ,新 た に テ レ ビ単 営 社2社 が 設 立 され た の を は じめ と して,テ レ ビジ ョ ン

放 送 局594局 の 開設 等 が 行 わ れ た 。

(2)通 信 関連 産 業 の 動 向

ア.通 信 機 械 工 業

55年 度 の通 信 機 器 の 受 注 実績 額 は9,410億 円で 前 年 度 に 比 べ12.8%の 増 加

を 示 した(第1-1-8表 参照)。 内 訳 で は,有 線 通 信 機 器が7,378億 円 で対 前

年 度 比9.6%の 増 加,無 線 通信 機 器 が,2,032億 円 で26.1%の 増 加 で あ った 。

有 線 通 信 機 器 の 中 で は 電信 装 置 が 前 年 度 比24.0%の 増 加 とな り,こ の うち フ

ァ クシ ミ リの27.8%増 が 目立 った 。

電 話 応 用 装 置 が16.8%増 と順 調 な伸 び を 示 して い るが,こ れ は,ボ タ ン電

第1-1-8表 通信機器受 注実績 額

区 別

有

線

通

信

機

器

電 話 機
(回転ダイヤル式 自動電話

機)

交 換 機(電
子交換機)

電 話 応 用 装 置
(ボタ ン電話装置)

電 信 装 置

(フ ァ ク シ ミ リ)

搬 送 装 置(
符号伝送装置)

有 線 通 信機器 用 部品

小 計

無 線 通 信 装 置

合 計

54年 度

409億 円

(147)

2,195
(1,197)

850
(614)

860
(713)

1,499
(369)

915

6,729

1,612

8,341

55年 度

393億 円

(136)

2,359
(1,420)

993
(739)

1,066
(911)

1,545
(377)

1,021

7,378

2,032

9,410

増 △減 率

△3.9%

(△7.5)

7.5
(18.6)

16.8
(20.4)

24.0
(27,8)

3.1
(2.2)

11.6

9.6

26.1

12.8

通 信機械工業会資料に よる。

(注)()は 再掲であ る。
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額 装 置 の増 加 に よる もの で あ った 。

イ.電 線 工 業

社 団 法 人 日本 電 線工 業 会 資料 に よる と,55年 度 の 電線 の受 注 実 績 額 は1兆

1,740億 円 と,前 年 度 に 引続 き7。8%の 増 加 を 示 した。 この うち,銅 電 線 は1

兆770億 円で8.6%の 増,ア ル ミ電 線 は970億 円 で0.2%減 で あ った 。 な お,銅

電 線 の 品種 別 で は通 信 ケ ー ブル が1,838億 円で7。3%の 増 加 を示 した 。

需要 部 門 別 で は官 公 需 が1,503億 円(対 前 年 度比2。7%増),外 需 が1,636億

円(対 前 年 度比22.4%増),民 需 が8,601億 円(対 前 年 度 比6.3%増)で あ

った 。 官 公 需 の うち,電 電 公 社 か らの受 注 は1,346億 円 で前 年 度 に 比 べ2.6

%の 増 とな った 。

ウ.電 子 計算 機 製 造 業

通 商産 業 省(以 下 「通 産 省 」 とい う。)「生 産 動 態 統 計」 に よる と55年 の電

子 計 算 機生 産 額 は本 体 で4,926億 円,附 属 装 置 を 含 め る と1兆1,223億 円 と

な り,前 年 に比 べ,13.3%の 増 加 とな った 。 また,同 「電 子計 算 機 納 入 下取

調 査 」 に よ る と,55年6月 末 に お け る 我 が 国 の実 働 電 子 計 算機 は7万5,069

台,3兆7,171億 円 に達 して お り前 年 同期 に 比 ぺ,台 数 で21.7%,金 額 で

12.1%の 伸 び を 示 した。

エ.電 気 通信 工 事 業

社 団法 人 電 信 電 話工 事 協 会 資 料 に よ る と,55年 度 に お け る電 電 公 社 か らの

受 注契 約 額 は,5,858億 円 で前 年 度 に 比 べ7.2%の 増 加 を 示 した。 こ の うち

5,037億 円 が 通信 線 路 工 事,821億 円が 通 信機 械 工 事(伝 送 無線 工 事 を 含 む 。)

で あ った。

オ.民 生 用 電 子 機 器製 造業

通 産 省 「生産 動 態 統 計 」 に よる と,55年 度 の民 生 用 電 子 機器 の生 産 実 績 額

は,3兆5億 円 と前 年 度 に 比 べ28.9%の 増 加 とな った 。

内訳 では テ レビが8,057億 円 で対 前 年 度 比8.9%増,テ ー プ レ コ ー ダ が

8,504億 円 で28。8%増,ス テ レオが5,337億 円 で13・7%の 増 加 を示 した 。 特 に

家 庭 用VTRは6,711億 円 で99.7%増 と著 しい伸 び を 示 した。
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力.そ の 他

ポ ケ ッ トベ ルサ ー ピス の55年 度 末 に お け る サ ー ビス提 供 区 域 は,65区 域

で,加 入 者 数 は109万 とな っ て い る。55年 度 のポ ケ ッ トベ ル会 社 の営 業 収 益

は186億 円で 前 年 度 に 比 べ17.0%増 と依 然 順 調 な 伸 び を示 した 。 加 入 者 を業

種 別 に み る と,販 売 業30.6%,建 設 業20.8%,サ ー ビス業16,5%と な って い る。

有 線 テ レ ビジ ョン放 送 の施 設 数 は,55年 度 末現 在 で2万8,113(こ の うち

許 可 施 設 数324),受 信契 約者 数 は300万5,557(こ の うち許 可 施 設 の も の51

万4,084)と な っ てい る。 これ は 前年 度 と比 較 す る と,そ れ ぞ れ11.0%(18.

2%),10.5%(9.9%)の 増 加 と な って お り,こ の うち 営 利 を 目的 と して い

る許 可 施 設 数 は36施 設,受 信 契 約者 数 は11万9,761で あ り年 間 利用 料 は15億

2,000万 円 と な って い る。

有 線音 楽 放 送 業 は55年 度 末現 在 で施 設 数541,加 入 者 数 約28万 と,前 年 度

に 比 べそ れ ぞ れ4。1%減,16.7%増 とな っ て お り,年 間 利 用 料 は約130億 円 に

達 して い る と推 定 され る。

55年10月 現 在 の新 聞協 会 会 員 新 聞 社 の 発行 す る一 般 日刊 紙 の 総発 行 部 数 は

4,639万1,096部 で,前 年 同期 に 比 べ53万9,244部,1.2%の 増 加 とな った 。 こ

れ は1世 帯 当 た りで1.29部,人 口1,000人 当 た りで570部 とな って い る。

一 方 ニ ュ ース供 給 業 の55年 度 に お け る一 日平 均 の ニ ュー ス提 供 量 は新 聞 向

けが26万 字,放 送 向 けが2万5千 字 とな り新 聞 向 けが 前 年 度 に 比 べ2万 字 増

加 した。 写真 はそ れ ぞれ83枚,14枚 と前 年 度 と同量 を 示 した 。 また 外 電 に お

い ては,受 信 が60万 語,送 信 が18万 語 で あ り,受 信 が 前 年 度 に 比 べ5万 語 の

増 加 を 示 した。

55年 に お け る 出版 業 界 の推 定 実 売 金額 は1兆4,541億 円 と前 年 に 比 べ9.4

%の 増加 とな った 。

内 訳 を み る と,書 籍 の 推 定発 行 部 数 が10億5,850万 冊 で6,874億 円,雑 誌

で は 月 刊誌 が16億5,905万 冊,週 刊 誌 が13億5,855万 冊 で7,667億 円 に な っ

て い る。
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(3)家 計 と通 信

家 計 に お け る1世 帯 当 た り年 間 の通 信 関 係 支 出(郵 便 料,電 報 ・電 話 料 及

び 放 送 受 信料)は,55年(1～12月)に お い て5万9,757円 で あ る(第1-1

-9表 参 照) 。 これ は,54年 に 比 べ6.1%の 増 加 で,電 報 ・電 話 支 出及 び放 送

支 出 の伸 び に よる もの で あ る。 家 計 に おけ る通 信 関 係支 出は 全 消 費 支 出 の

2.2%,雑 費 支 出の4。8%に す ぎな い が,過 去 の推 移 か らす る と,こ の10年 間

で4.9倍 と著 し く増 加 して い る。 こ の主 な 原 因 は第1-1-10図 か ら明 らか な

よ うに電 報 ・電 話 支 出 の急 増(過 去10年 間 で6.0倍 の増 加)で あ る。

第1-1-9表 家計における通信情報関係支出

区 別

郵 便

電 報 ・電 話

放 送

45年 実績 50年 実績

円 円

1,1841,981

8,10523,485

2,9983,857

54年 実績

円

3,189

46,782

6,334

55年

実 績

円

3,386

48,897

7,474

対前年
増 △減
率

%
6.2

4.5

18.0

雑費支
出に占
める割

合

%
0.3

4.0

0.6

全消費
支 出に
占め る
割合

0
0

0。1

1.8

0.3

通 信 関 連 支 出
(計)

12,28729,32356,305 ・・7571・ll・ ・レ ・

教 育

交 通

印 刷 物(
新聞を除く)

新 聞

雑 費 支 出

全 消 費 支 出

22,228

19,463

9,879

7,675

359,670

954,369

43,020

31,882

17,739

16,776

771,525

1,895,786

70,938

51,470

23,147

20,798

1,149,050

2,576,363

79,024

54,975

23,624

23,474

1,237,297

2,766,812

11.4

6.8

2.1

12.9

7.7

7.4

6,4

4.4

1.9

1.9

2.9

2.0

0.9

0.8

44.7

「家計調査年報」(総 理府統計局)に よる。

(注)各 支 出額は一世帯当た り年間(1～12月)支 出額である。
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第1-1-10図1世 帯当た リ年間 通信関係 支出額

6

5

4

3

2

1

万
円0

郵便支出

3i3≡.放

送

支

出

電

撃
電
話
支
出

葦4546474849505152535455

「家計調査年報」(総 理府統計局)に よる。

第1-1-11図 は1世 帯当た りの通信関係支出,雑 費支出及び可処分所得

をそれぞれに対応する消費者物価指数で実質化し,そ の推移を指数で比較 し

たものであ り,通 信関係支出の伸びが著しい。
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第1-1-11図1世 帯 当た リ通信関係支 出,雑 費支出及

び可 処分所得の推移(45年=100)
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年間通信関係支出
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/催

ズ ・一 年 間 雑 費 支 出
ノ'(実 質,全 世 帯}

幽ノ'

,1一'
一ノ1か 月平均可処分所得

一
(実質,勤 労者世帯)

546474849505152535455
年

「家 計 調 査 年 報 」 及 び 「消 費 者 物 価 指 数年 報 」(総 理 府 統 計

局)に よ る。

第2節 情報化の動向

1社 会 の情報化の進 展

近年,我 が国ではエレクト目ニクス技術の急速な発展と情報通信に対する

ニーズの高度化 ・多様化を背景に,デ ータ通信 ・画像通信をはじめとする様
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々 な新 しい 通 信 メデ ィアが 出現 し,社 会 の各 分 野 へ浸 透 して い る。

これ ら の新 しい 通信 メデ ィアは,一 対 多数 の マ ス情 報 に 対 し個 別 的 な 情 報

の伝 達 を 特徴 と して お り,そ の情 報 量 は こ こ数 年 著 しい伸 び を 示 して きた 。

こ の よ うに,社 会 の情 報 化 は 量 的 ・質 的 に も一 段 と進 展 して お り,大 多 数

の人 が 「現 代 は情 報 化 社 会 であ る。」 と感 じる よ うに な って い る(第1-1-

12図 参 照)。

第1-1-12図 現代は情報化社会だ と思 うか

わか らない
18%

あまりそう思わな
い

8%

そう思 う
39%

肯

定

まあそ う思 う
35%

ノ74%ノ

「プライバ シー保護に関す る世論調査」

(総理府,56年2月 調査)に よる。

2情 報流通セ ンサス

情 報 流 通 セ ンサ ス は,情 報 流 通 の実 態 を総 合 的 ・定 量 的 に 測 定 し,我 が 国

に おけ る情 報 化 の 動 向 を は握 し よ う とす る もの で あ る。

以下.こ の調 査 結 果 に従 って,45年 度 か ら54年 度 に かけ て の情 報 化 の動 向

と54年 度 の結 果 に つ い て 述 べ る こ と とす る。

(注)情 報流通セ ンサ ス

情報流通セ ンサ スは,あ らゆ るメデ ィアに よる情報流通 の量を共通の尺度で

計量 し,情 報流通 の実態を 情報流通量(供 給量,消 費量),情 報流通距離量及
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第1-1-13表54年 度情報流通センサス調査対象 メデ ィア

メデ ィア グ ル ー プ

電

気

通

信

系

輸

送

系

空

問

系

項 目

電 話

メ デ ィ ア

① 公 社 電 話
② 公 社 移 動 電 話
③ 自 営 電 話
④ 自 営 移 動 電 話
⑤ 有 線 放 送 電 話

電 報 ⑥ 公 社 電 報

電 信

デ ー タ 通 信

フ ァ ク シ ミ リ

ラ ジ オ

テ レ ビ

郵 便

印 刷

⑦ 加 入 電 信
⑧ 自 営 電 信

⑨ 公 社 デ ー タ 通 信⑩
自 営 デ ー タ 通 信⑪
私 設 デ ー タ 通 信

⑫ 加 入 フ ァ ク シ ミ リ

⑬ 自 営 フ ァ ク シ ミ リ

⑭ ラ ジ オ 伝 送⑮
*ラ ジ オ 放 送

⑯*有 線 ラ ジ ナ 放 送

⑰ テ レ ビ 伝 送
⑱*テ レ ビ ジ ョ ン 放 送
⑲*有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

⑳ 葉 書⑳
手 紙

⑳*DM(ダ イ レ ク ト メ ー ル)

㊧*新 聞
⑳*書 籍
⑮*雑 誌
㊧*広 告 印 刷 物(チ ラ シ 等)

複 割 ⑳ 手 交 文 書

録 音 ㊧*レ コ ー ド ・ テ ー プ

対 話 ⑳ 会 話

教 育

鑑 賞

⑳*学 校 教 育
⑳*社 会 教 育

⑳*映 画
⑳*観 劇 ・ ス ポ ー ツ
⑭*屋 外 広 告 物

(注)*印 は マ ス ・メデ ィア
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び情報流通 コス トとい う三つの要素 か らとらえよ うとす るものであ る。

計量方法を定め るに当たっては,次 のとお りい くつかの前提を置いてい る。

① 対象は郵便(手 紙 ・葉書),電 報,電 話,デ ータ通信,テ レビジ 切ソ放送 ・

ラジオ放送,新 聞,書 籍,会 話,学 校教育,観 劇等 第1-1-13表 に 掲 げる

34種 類 とす る。

② 各 メデ ィアの情報流通を,④ 言語,⑤ 音楽,◎ 静止画,④ 動画の4つ のパ

ター ンに分類 し,そ の間に 「換算比価」(例 えばテ レビジ ョン放送1分 間の

情 報量 は葉書何通分に相 当す るか)を 設 定す ると ともに,各 メデ ィアに共通

の単位 として 日本語の1語 を基礎 とした ワー ドとい う単位を設け,こ れ によ

りすべ ての情報量を換算集計する。

③ 情報の持つ 「意味」あ るいは 「価値」につ いては計量の対象 としない。

④ マス ーメデ ィア以外の メデ ィアでは供給情 報量はすべて消費 され るものと

す る。

⑤ 情報 流通 コス トは情報を流通 させ るために要 した経費 を表 し,情 報 の 生

産,処 理 に要す る経費は含 まない。

3情 報流通の動向

(1)Il青 報流通量の推移

情報流通量は,供 給情報量と消費情報量に分けられる。供給情報量は供給

側が受信側に対 し消費可能な状態で提供 した情報総量であ り,消費情報量は,

それを実際に消費した情報総量である。

45年度を基準とした情報流通量の推移は第1-1-14図 のとお りである。

54年度の供給情報量については,テ レビ・ラジオ受信機台数の増加,放 送

時間の増加により,テ レビジョン放送及び ラジオ放送の供給情報量が増加 し

たことなどから,45年 度に比べ1.8倍 となっている。 これは年率に して6.6

%の 伸びである。

消費情報量については,情 報を消費する人 口の増加率が低いことあるいは

生活時間が1日24時 間とい う制約から,供 給情報量に比べ急激な増加は して

いないものの,45年 度以降毎年増加してきている。54年 度の消費情報量は45

年度の約1.2倍,年 率に して約2.4%の 伸びである。
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第1-1-14図 情報流通量の推 移(45年 度=100)
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情 報 流 通 量 を,電 気 通 信 系,輸 送 系 とい った メ デ ィ ア ・グル ー プ別 に み る

と,電 気 通 信 系 メデ ィアが 大 きな 割 合 を 占め てお り,54年 度 は供 給 情 報 量 の

97.5%,消 費 情報 量 の62.5%を 占め て い る。

また,マ ス ・メ デ ィア とそれ 以 外 の メデ ィア に分 け てみ る と,マ ス ・メデ ィ

アが 供 給 情 報 量 の99.1%,消 費 情報 量 の77.8%と 大 きな割 合 を 占め て い る。

個 々 の メデ ィア ご とにみ る と,テ レ ビジ ョ ン放 送 が供 給 情 報 量 の77.9%,

消 費 情 報 量 の58.3%と 最 も ウ 幽一 トが大 き くな って お り,電 気 通 信系 の マ ス

・メ デ ィァが 情報 流通 の動 向に 大 きな影 響 を 与 え て い る とい う傾 向 は45年 度

以 来 変 わ って い な い。
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第1-1-15図 供給情報量に占める各メデ ィァの割合の推移

新 聞1.9%
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第1-1-16図 消費情報量に占める各メディアの割合の推移

学校教育

45年 度
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テ レ ビジ ョン放送52.5% 会 話27.1% 121%

、
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、
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し
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(2)情 報消費率の推移

情報消費率は消費情報量を供給情報量で除 した ものである。この指標は,

消費を上回る情報がどれほど提供されているかを示 している。

これによると,情 報の消費率は年々低下してきてお り,こ のことは大量の

情報が供給されている反面,情 報の消費が追いついて行けず,情 報過多 と言

われる時代になっていることを示すものといえるであろう(第1-1-17図

参照)。
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第1-1-17図 情報消費率 の推移(全 メデ ィア)
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(3)情 報 流通 コ ス トの 推 移

情 報 流 通 コス トは各 情 報 流 通 メデ ィア にお いて,発 信 点 か ら受 信 点 ま で情

報 を 流 通 させ る た めに 必 要 な ネ ッ トの経 費 で あ る。

54年 度 に お け る情 報 流 通 コス トは,34メ デ ィア合 計 で は約32兆8,000億 円

で45年 度 の4.1倍 に達 して い る(第1-1-14図 参照)。

これ を 名 目国民 総生 産 に 占め る割 合 で み る と,54年 度 に お い ては 名 目国 民

総 生 産222兆7,023億 円 の約15%を 占 め て お り,45年 度 に 比 べ4ポ イ ン トの

増 加 とな っ てい る。

メデ ィア ・グ ル ー プ別 で は,学 校 教 育,会 話 な どの空 間 系 メデ ィア の比 率

が 年 々高 くな って きて い る のに 対 し,電 気通 信 系 メデ ィアが全 流 通 コス トに

占め る割合 は20%程 度 に す ぎず,コ ス ト面 に お け る電 気 通 信 系 メデ ィア の有

利 性 が 明 らか に な って い る(第1-1-18図 参 照)。

(4)情 報 流通 距 離 量 と情 報流 通 単 位 コス トの推 移

54年 度 に おけ る情 報 流 通 距離 量(消 費 情報 量 ×流 通 距離)は34メ デ ィア合

計 で は45年 度 の1.4倍 とな って い るが,情 報 流通 単 位 コス ト(情 報 流 通 コス

ト/情 報 流 通 距 離 量)は 情 報 流 通 コス トの伸 び が4.1倍 と大 きか った ため,
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第1-1-18図 メデ ィア ・ゲループ別情報流通 コス トの推移
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第1-1-19図 情報流通距 離量と情報流通単位 コス トの推移
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全 メデ ィア平 均 で45年 度 の2.9倍 とな った 。

第1-1-19図 は,主 な メデ ィア につ い て縦 軸 に 情 報 流 通距 離 量 を,横 軸

に 情 報 流 通単 位 コス トを と り,45年 度か ら54年 度 まで の推 移 を み た もの で あ
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る。

これ に よる と,全 体 と して右 側 に 向か うメデ ィア が多 いが,こ れ は情 報 流

通 単 位 コス トが 年 々上 昇 して い る こ とを 示 して い る。 上 方 に 向 か うメデ ィア

は情 報 流 通 距 離量 が増 え て い る メ デ ィア で あ り,自 営 デ ー タ通 信,自 営 フ ァ

クシ ミ リの 伸 び が 著 しい。

電 気 通 信 系 メデ ィア の 中 では,公 社 電報 の情 報 流 通 距 離 量 が 低下 して きて

お り,情 報 流 通 単 位 コス トも上 昇 して い る。

一 方
,輸 送 系 メデ ィア の雑 誌,空 間 系 メデ ィア の会 話,学 校 教 育,社 会 教

育 につ い て は,情 報 流 通距 離 量 に大 きな 変 化 は み られ な いが,情 報 流通 単位

コス トは年 々上 昇 して きて い る。

(5)情 報 化 の 展望

我 が 国 の情 報 化 の動 向 は,量 的 側 面 か らみ る 限 り,こ れ まで は 電 気通 信 系

の マ ス ・メデ ィア,特 に ラジ オ,テ レビ ジ ョン放 送 と い う放 送 系 メデ ィア主

導 で進 んで きた。 今後 もこ の基 調 は しば ら く続 く もの と思 わ れ る。

しか しな が ら,マ ス ・メデ ィアが 中 心 的 な役 割 を果 た して い る情 報 流 通 の

中 で,デ ー タ通信,フ ァ クシ ミ リとい った個 別 的 な情 報 の伝 達 メデ ィアが 近

年 著 しい伸 び を示 して い る。 これ ら の メデ ィア は,通 信 技 術 や コ ン ビ"一 タ

技 術 の急 速 な 発 達 を背 景 に 登 場 した新 しい メデ ィアで あ り,今 後 と も技 術 の

発 展 と と もに 様 々な メデ ィアが 出現 す る こ と とな ろ う。

また,マ ス ・メデ ィアに つ い て も放 送 系 メデ ィアを 中 心 に よ り高 度 化 ・多

様 化 した 利用 が考 え られ る な ど,マ ス ・メデ ィア,個 別 情報 メデ ィア の いず

れ に お いて も,量 的 ・質的 拡 大 が 続 くで あ ろ う。 そ して,メ デ ィア相 互 間 の

代 替 や 補 完,融 合 な どを通 じ メデ ィア構 造 の変 革 が 一 層 推 し進 め られ る こ と

に なろ う。
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第3節 諸外国における情報通信の動向

1通 信政策及び事業運営を巡る動向

(1)米 国通信法改正の動向

米国議会における通信法改正の動きは,1976年 の 「消費者通信改革法案」

を契機として,近 年急速な高まりを見せている。通信法改正案は,こ れまで

上院,下 院合せて7回 提出されているが,い ずれも審議未了により廃案とな

っている。

下院では,公 衆通信事業者に関する項 目の改正を目的 として提出された,

80年 通信法案が,1980年7月,商 務委員会で可決 されたものの,司 法委員会

は,係 争中の司法省 ・AT&T間 での反 トラス ト訴訟に影響することを懸

念 して,こ れに強く反対し,結 局本会議に上程されなかった。

一方
,上 院では,二 つの通信法改正案が,通 信小委員会で審議 され た 結

果,1980年6月,一 本化された通信法案に取 りまとめ られた。 しか し,こ の

法案による連邦通信委員会(FCC)の 権限強化について,AT&Tを は じ

め公衆通信事業者か ら反対が起こり,審 議は事実上中断され,法 案は廃案と

なった。

その後,1980年11月 の総選挙の結果,共 和党の レーガン政権が誕生すると

ともに,上 院では共和党が多数党とな り,上 ・下院の各種委員会委員長も大

幅に入れ替わった。1981年3月,下 院通信小委員会ワース新委員長は,80年

通信法案を基盤とした新 しい法案作成の準備を進めている旨明らかにしてお

り,近 く議会に上程 されるものとみ られる。

上院では,1981年4月,上 院商務委員会パックウッド委員長 らが中心とな

り,81年 通信法案を議会に提出し,同 年7月 に上院商務委員会で 可 決 され

た。法案は,国 内通信事業者の競争促進 と規制緩和を 目的とし,AT&Tが

子会社を介して高度通信サービス等の提供ができるよう1956年の同意審決を
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修 正 す る こ と,FCCに 対 しAT&Tの 機 構 改 革 に 関 す る権 限 を与 えな い こ

とな どを 規 定 して い る。

また,放 送 関 係 の通 信 法 改 正 案 は,1981年1月(ラ ジオ 関係)及 び 同 年3

月(テ レ ビ関 係),上 院 に提 出 され,こ れ らの法 案 の うち 免許 制 度 の改 正項 目

に つ い て は,予 算 法 案 に含 め られ,上 院 を通 過 した。

そ の 後,両 院協 議 会 が 開 か れ,予 算法 案 の項 目及 び 内 容 を一 部 修 正 の 上 合

意 が み られ た。 そ の結 果,同 法 案 は1981年7月,上 ・下両 院 に おい て採択 さ

れ 成 立 し,通 信法 は改 正 され た 。

今 回 改 正 され た通 信 法 の主 な 内容 は,次 の とお りで あ る。

① テ レ ビ局 の免 許 期 間 を3年 か ら5年 に,ラ ジオ局 の免 許 期 間 を3年 か

ら7年 に延 長 す る こ と

② 最 初 の免 許 にお い て,複 数 の免 許 申請 が な され た場 合 に は,従 来 の比

較 検 討方 式 を改 め,ラ ン ダ ム ・セ レ クシ ョン(抽 選)方 式 を 採用 す る こ

と(そ の具 体 的 な 方 式 は,こ の法 律 の発 効 日(8月13日)以 降180日 以

内 にFCCが 規 則 で定 め る。)

(2)FCC第2次 コ ン ピ ュー タ調 査最 終 決 定 の 修 正

米 国 の 連邦 通 信 委 員 会(FCC)は,1980年5月,第2次 コ ン ピ ュ ー タ調査 に

関 す る最 終決 定 の告 示 を 行 った。 最 終 決 定 は,仮 決定 の 内容 を さ らに 明確 に

した もの で あ った が,AT&Tを は じめ多 くの関 係者 か ら多 数 の再 審 査請 求

及 び コ メ ン トがFCCに 提 出 され,こ れ に 並 行 して裁 判 所 に対 して も再 審査 請

求 の提 訴 が行 わ れ,い くつ か の 問 題 点 が 明 らか に な った。 これ に 対 し,FCC

は 部 内 検 討 した結 果,1980年12月,第2次 コ ンビ 郵 一 タ調 査 の最 終 修 正 の告

示 を 行 った。 しか し,今 回 の最 終修 正 に おい て も未解 決 の事 項,ゼ ネ ラル電

話 電 子工 業 会 社(GTE)と テ レネ ッ ト社 の合 併 条 件 に 関す る問 題,プ ロ トコ

ル変 換 及 び コー ド変 換 のサ ー ビス分 類 に 関 す る問題AT&TのCCSHサ

_ビ ス(CustomCallingHService)に 対 す る 特 別 措 置 の 問題 等 に つ いて ,

FCCは 引 き続 き調 査検 討 す る こ とと して い る。 また,FCCは,最 終 修 正 に

対 す る再 々審 査 の コメ ン トを 関係 者 に 求 め て お り,こ れ を 巡 って 関係 者 間 で
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かな りの論議を呼ぶものとみられ,今 後の動向が注 目される。

なお,最 終修正された主な点は,次 のとお りである。

①GTEに 対 し,高 度サービス及び宅内機器の提供について,分 離子会

社によることを要求しない。したがって,高 度サービス,宅 内機器の提

供に当たって分離子会社によることを要求される通信事業者は,AT&

Tの みとする。

②1982年3月1日 以降,す ぺての公衆通信事業者は,宅 内機器を通信サ

ービスか ら分離し,同 日以降提供される新しい宅内機器及びFCCに よ

り規制されている宅内機器(過 電圧保護装置,宅 内配線設 備,公 衆 電

話,多 重化装置を除 く。)は非規制とする。 複合料金宅内機器は,非 規

制の実施方法,時 期について別途検討する。

③AT&Tの 分離子会社に伝送施設の所有を禁止する項 目については,

同一営業区域の複数局所間におけるサービス提供のために子会社が施設

を所有す ることを認める。

(3)英 国郵便電気通信公社分離問題等の動向

英国では,1979年5月,労 働党から保守党へ政権交替が行われた。保守党

は,1977年7月 に提出された郵電公社調査委員会(カ ーター委員会)の 勧告

について,政 権をとればその主要項 目を実施することを表明してきた。1979

年9月,政 府は,英 国郵便電気通信公社(BPO)の 経営効率化を図るため,

郵便部門と電気通信部門とを分離すること,及 びBPOに 機器を独占的に提

供してきた国産メーカの国際競争力を強化するため端末機器を自由化するこ

とを内容とした 「郵便及び電気通信事業改善の政府案」を発表 した。また,

1980年7月,産 業大臣は,BPOの 分離及び端末機器の自由化を進める意向

を明らかにし,こ の問題は,急 速に具体化し始めた。

政府は,1980年11月,BPOの 分離及び端末機器の自由化を骨 子 と した

「英国電気通信公社法案」を議会に提出し,法 案は,1981年7月 に成立 した。

同法では,① 電気通信業務を担当する事業体を英国電気 通 信 公 社(British

Telecommunications),郵 便 ・振替業務を担当する事業体を郵 便 公 社(the
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PostO缶ce)と す ること,② 産業大臣が両事業体の監督権限を持つこと,③

本電話機を除 く端末機器を自由化すること,④ 産業大臣が民間企業の付加価

値通信網サービスの設定について許可を与えることなどが規定されてお り,

大幅な権限が産業大臣に与えられている。

また,同 法の成立に伴い,産 業省の情報技術担当大臣は,1981年1月 に提

出された ビース レイ報告書の勧告に基づき,民 間企業に よる付加価値通信網

サービスの提供等,段 階的に国内の電気通信回線網の自由化を推進すること

を明らかに している。

(4)カ ナダ郵便事業の公社化の動向

カナダでは,郵 政大臣から郵便事業の経営形態の見直しについて,調 査検

討を委託された調査機関が,1969年11月,郵 便事業の公社化を勧告する報告

書を提出した。その後,こ の問題は,一 時中断されていたが,政 府は,1980年

7月,郵 便事業の経営主体を郵政省から郵便公社に変更する 「カナダ郵便公

社法案」を議会に提出した。法案は,1981年4月,議 会を通過 し,今 秋にも

カナダ郵便公社が誕生するものとみ られる。今回の組織改正は,郵 便事業運

営の自律性強化,財 務手続の簡素化,労 使関係の円滑化等による効率的な事

業運営を行 うことを 目的としてお り,カ ナダの政府機関が公社形態に移行す

る最初のケースとなる。また,同 法では,公 社の設立,設 立 目的,組 織と権

限,財 務手続,料 金の制定等が規定 されている。

(5)英 国放送事業に関する動向

英国における商業放送法改正法案は,1980年2月,議 会に提出され,同 年11

月に成立 した。新放送法の主な内容は,① インデペンデント放送協会(IBA)

の存続期間の15年間延長,② ウ山一ルズ語テレビ放送の実施,③ 放送苦情処

理委員会の新設,④ 第4テ レビジョン・サービスの実施等である。

同法は,公 開放送協会(OBA)に 第4テ レビジョンを運営させるとい うア

ナソ委員会や労働党の提案を退けたものの,テ レビジョンの性格及び番組に

っいて,ア ナン委員会の勧告の多 くを取 り入れている。

同法では,第4テ レビジョンは,①IBAを 運営主体 とし,IBAは その子
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会社に実施をゆだねること,② 番組の提供を,従 来の番組製作会社のほか独

立プロダクションから受けること,③ 必要経費は,番 組製作会社が負担し,

これらの会社は,そ の費用を広告収入でまかな うこと,④ 放送内容について

は,英 国放送協会(BBC)及 びイ ンデペンデン ト・テレビジ ョソ(ITV)と

競合せず,教 育的性格を持つ番組の編成,番 組内容及び形態の実験的試みを

実施することなどを規定している。IBAは,1982年 秋の放送開始を目途に,

現在その準備を進めている。

2新 サ ー ビスの開発 計画の動 向

(1)電 子 郵 便

近年,発達の著しい電気通信技術を用いて郵便伝送を行う電子郵便サービス

は,我が国においては昭和56年7月 から実験サービスを行 っているところであ

るが,欧米諸国においても活発に開発が進められている(第1-1-20表 参照)。

米国においては,米 国郵便事業(USPS)が 国内電子郵便サービスとして,

1978年,コ ンピュータ発信電子郵便(ECOM)の 計画を発表 したが,そ の管

轄権,シ ステム計画等を巡 り,米 国通信業界はもとより,実 業界,政 界をも

巻き込む一大論争に発展 し,い まだ最終的な解決をみていない。 しか し,

USPSは,1982年1月 にはサービスを開始したいとして,1980年8月,電 子

伝送サービスの設定又は廃止の管轄権を連邦通信委員会(FCC)と すること

などを内容 とした郵便料金委員会(PRC)の 再勧告決定(1980年4月)を 基

本的に受け入れ,RCA社 とシステムの設計,建 設の契約を締結するなど準

備を進めている。なお,米 国では,電 子郵便を巡るさまざまな問題解決を図

るため,1981年3月,電 子郵便法案が下院に上程され,審 議されている。

英国では,国 際間のインテルポス ト・サービスの拡大に対応 して,1981年

2月 から国際電子郵便と同名のインテルポス ト・サービスと呼ばれる国内電

子郵便サービスを開始 している。この国内インテルポス ト・サービスは,英

国全土の36の郵便局にG2及 びG3規 格のファクシミリ端末を設置 し,郵 便

局間で伝送を行 うもので,ロ ン ドンの国際インテルポス ト'セ ンタでの再送
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信 に よ って 国際 間 の イ ンテ ル ポス トに接 続 す る こ と も可 能 で あ る。

西 独 で は,1980年6月 か ら テ レブ リー フ ・サ ー ビス と呼 ばれ る フ ァ クシ ミ

リ型 の 電 子 郵便 の試 行 サ ー ビス が 開始 され た 。 この テ レ ブ リー フ ・サ ー ビス

は,西 ベ ル リンを含 む 西 独 全 土 を対 象 に した 試 行 サ ー ビス で,全 国約600の

郵 便 局 にG2規 格 の フ ァ クシ ミ リ端 末 を設 置 し,電 話 網 を利 用 して郵 便 局 間

も し くは郵 便 局 とテ レフ ァ クス(フ ァ クシ ミ リ端 末)利 用 老 間 の郵 便 伝 送 を

行 うもの で あ る。

一 方
,国 際 間 の電 子 郵 便 サ ー ビス と し て は,イ ンテ ル ポ ス ト ・サ ー ビス

が,1980年6月 か ら英 国一 カ ナ ダ間 で開 始 され,そ の後,順 次 サ ー ビス 地域

が 拡 大 され,現 在,英 国,米 国,カ ナ ダ,オ ラ ン ダ,ス イ ス の諸 国 が サ ー ビ

ス を行 って い る。

(2)ビ デ オ テ ック ス

テ レ ビジ ョン受 像機 と電 話 回線 網 を用 い,情 報 検 索 サ ー ビス 等 を 提供 す る

新 しい画 像 情 報 シス テ ム,ビ デ オ テ ッ クス は,我 が 国 では,キ ャ プテ ン シス

テ ム と して,昭 和54年12月 か ら第1期 実 験 サ ー ビス が開 始 され,さ らに,昭 和

56年8月 か ら第11期 実 験 サ ー ビス が 開始 され て お り,昭 和58年 度 か ら実 用 化

され る予定 で あ る 。また,各 国 に お い て も研究 段 階 か ら大 規 模 な 実験 サ ー ビス

へ,さ らに は,商 用 化 へ と向 か う急 速 な動 きが み られ る(第1-1-21表 参 照)。

世 界 に 先駆 け て,1979年3月 か ら プ レス テ ル と い う商 品 名 で ビデ オ テ ッ ク

ス の商用 サ ー ビス を開 始 した 英 国 の 郵 電 公社(BPO)で は,そ の後,サ ー ビ

ス 提 供 地域 を18地 域 に 拡 大 す る と と もに,さ ま ざ まな 普 及 施 策 を 講 じた 結

果,1981年6月 現 在,端 末 機 数 は 約1万 台,提 供 情 報 画面 数 も約20万 ペ ー ジ

と よ うや く軌 道 に乗 り始 め た 。 また,国 際 間 の プ レス テル ・サ ー ビス も1981

年7月 か ら開始 され て い るほ か,写 真 等 も伝 送 で き る ピ クチ ャー ・プ レス テ

ル の開 発 が 進 め られ て い る。

フ ラ ン スで は,現 在,テ レマテ ィー ク計 画 の名 の も とに,'郵 電 省(PTT)

に お い て,各 種 の新 サ ー ビスの 開発 が進 め られ て お り,ビ デ オ テ ッ クス もそ

の一 つ で あ る。 この うち,テ レテ ル の実 験 は,1981年7月 か らパ リ郊 外 の べ
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第1-1-20表 諸 外 国 の

サ ービス名

(国名)

メー ル グ ラ ム

(米 国)

ECOM

(米 国)

テ レ ポ ス ト

(カ ナ ダ)

国内イ ンテルポ
ス ト(英 国)

テ レ コ ピ ー

(フ ラ ン ス)

テ レ ブ リ ー フ

(西 独)

ビ ュ ー ロ フ ァ ク

ス(ス イ ス)

ポ ス トフ ァ クス

(ス ウ ェー デ ン)

フ ァ ヅ クス ポ ス

ト(オ ラ ンダ)

クー リエ ・フ ァ

ク ス(オ ー ス ト

ラ リア)

国 際
イ ンテ ル ポ ス ト

(英 国,カ ナ ダ,

米 国,オ ラ ンダ,
ス イ ス)

開 始 時 期

1970.1

1982.1(予 定)

1972.10

1981.2

1974.9

1980.6

1976.5

1973.6

1981.2

1979.7

・英 国 一 カ ナ ダ

1980.6
・米 国 一 カ ナ ダ

}980,9
・英 国 一 米 国

1981.1
・英 国 一 オ ラ ン ダ

1981.1
。カ ナ ダ ー オ ラ ン ダ

1981.1
・カ ナ ダ ー ス イ ス

1981.2

サ ー ビ ス ・エ リ ア

米国全土

米国全土

カナダ全土

ロ ン ドン等36都 市

パ リ,マ ル セ イ ニL等36

都 市

西独全土

ベ ル ン,ジ ュネ ー ブ等

18都 市

ス トック ホ ル ム,ゲ テ

ボ ル グ等15都 市

オ ランダ全土

キ ャ ンベ ラ,ダ ー ウ ィ
ン等16都 市

・英 国(ロ ン ドン等36

都 市)
・カ ナ ダ(ト ロ ソ ト等

8都 市)
・米 国(ワ シ ン トン,
ニ ユー ヨ ー ク)

・オ ラ ンダ(全 土)

・ス イ ス(全 土)

通 信 方 式

テ レタイ プ型

テ レタイ プ型

テ レタイ プ型

フ ァ クシ ミ リ型

ファ クシ ミリ型

ファ クシ ミリ型

フ ァ ク シ ミリ型

フ ァ ク シ ミ リ型

フ ァ ク シ ミ リ型

フ ァ ク シ ミ リ型

フ ァ ク シ ミ リ型

(イ ンテ ル サ ッ ト
IV-A衛 星 に よ り

中 継)
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電 子 郵 便 サ ー ビ ス

配 達 方 法

優先扱い

普通配達

速達配達

優先扱い

窓口交付速
達配達顧客
端末への直接送信

窓口交付
電報配達員による配達
普通配達顧客

端末への直接送信

窓口交付
速達配達
顧客端末への直接送信

窓口交付速達配達

普通配達
顧客端末への直接送信

窓口交付
速達配達顧
客端末への直接送信

窓口交付
速達配達
顧客端末への直接送信

窓口交付速
達配達顧
客端末への直接送信

窓口交付
速達配達
普通配達
顧客端末への直接送信(
国により異なる)

所 要 時 間

午後7時 までに受付け
た ものは翌 日配達

翌 々 日配達

同日配達又は翌日配達

同日配達

同 日配達 又は翌 々 日配
達

同 日配達

受付後配達 まで1～2時
間又は翌 日配達

着信後2時 間以内に配
達

受付後4時 間以内に配
達

受付後ほぼ2時 間以内
に配達

同 日配達又は翌 日配達(
窓 口交付の場合は3

時 間以内)

運 営 主 体

米国郵便事業及 び ウェスタ ン ・ユ
ニォ ン電信 会社

米国郵便事業

郵政 省 及 び カナ デ ィア ン ・ナ シ ョ
ナ ル ・カナ デ ィア ソ ・テ レ コ ミ凸
ニ ケ ーシ ョンズ社

郵電公社の郵便部門

郵電省の電気通信総局

郵電省の郵便部門

郵電庁の電気通信部門

郵政庁

郵電総局の郵便部門

郵便委員会及び電気通信委員会

英 国郵電公社 の郵便部門
カナ ダ郵政省及 びテ レグ ローブ ー
カナ ダ

米国郵便事業
オ ランダ郵電省 の郵便部門
ラジオ ・スイス
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国 矧 機 関 名

英 国

フ ラ ン ス

西 独

オ ラ ン ダ

郵 電 公 社

郵 電 省

郵 電 省

郵 電 総 局

システム名/サ ービス名

フ レ ス ァ ル

(PRESTEL)

国際 プレステル

テ レ テ ル

(TELETEL)

電 子 式 電 話 帳

(AnnuaireElectronique)

ビル トシル ムテキス ト

(BILDSCHIRMTEXT)

ビ デ ィ テ ル

(VIDITEL)

開 発 状 況 等

1

お

1

1978.6実 験 サ ー ビス開 始

1979,3商 用 サ ー ビス開 始

端 末 数11,000

蓄 積 情 報 量183,000ペ ー ジ

情 報 提 供 者数522

H

1980.3実 験 サ ー ビス 開 始

1981.7商 用 サ ー ビス 開 始

端 末 数300

蓄 積 情 報 量20,000ペ ー ジ

情 報 提 供 者 数60

1981.7ベ リジ ーで 実 験 サ ー ビス開 始

端 末 数
蓄積情報量
情報提供者数

3,000

15,000ペ ー ジ

200

1980.4

1982

端 末

サ ンマ ロで実験サ ービス開始

イル ・エ ・ビレヌで商用サー ビ
ス開始 予定

数150

1980.6デ ュ ッセ ル ドル フ,西 ベ ル リ ン

で 実験 サ ー ビ ス開 始

端 末 数6,000

蓄 積 情 報 量120,000ぺ 一 ジ

情 報 提 供 者 数570

1980.8全 土 で 実 験 サ ー ビス開 始

端 末 数6,000

蓄 積 情 報 量125,000ペ ージ

情 報 提 供 者 数160



ス イ ス

フ ィ ソ ラ ン ド

ス ウェ ー デ ン

デ ン マ ー ク

イ タ リ ア

カ ナ ダ

郵 電 庁

サ ノ マ 出 版 会 社
ヘルシンキ 電 話 会 社

ノ キ ア 電 子 会 社

電 気 通 信 庁

郵 電 総 局

郵電省及び イタ リア電
話公社

ベルカナ ダ電 話 会 社

アルバ ータ州政府電話

会社

ビデ オ テ ッ クス

(VIDEOTEX)

テ ル セ ッ ト

(TELSET)

デ ー タ ビジ ョ ソ

(DATAVISION)

テ レ デ ー タ

(TELEDATA)

ビ デ オ テ ル

(VIDEOTEL)

ビ ス タ

(VISTA)

AGT

1980.7ベ ル ンで 実 験 サ ー ビス開 始

端 末 数120

蓄 積 情 報 量60,000ペ ー ジ

情 報提 供 者 数llo

1978.6ヘ ル シ ンキ で 実験 サ ー ビ ス開 始

1980.4商 用 サ ー ビス開 始

端 末 数300

蓄 積 情 報 量20,000ペ ー ジ

情 報 提 供者 数20

1979.4ス トックホ ル ム で技 術 試 験開 始

1981実 験 サ ー ビス開 始 予 定

端 末 数40蓄 積 情 報
量10,000ぺ 一 ジ

情 報 提供 者 数40

1981.8実 験 サ ー ビス開 始 予 定

端 末 数200

蓄 積 情 報 量40,000ペ ー ジ

情 報 提 供者 数10

1981ミ ラノで 実 験 サ ー ビス開 始予 定

端 末 数1,000

198L5ト ロ ン ト,モ ン トリオ ー ルで 実

験 サ ー ビス開 始

端 末 数500蓄 積 情 報 量
100,000ペ ー ジ

1981.7カ ル ガ リーで 実 験 サ ー ビス開 始

目

予定
端 宋 数
蓄積情報量
情報提供者数

30

45,000ペ ー ジ

5

塑
s

1

畦

1



国 名

米 国

機 関 名

マ ニ トパ 電 話 会 社

ブ リ テ ィ ッ シ ュ 。

コ ロ ンビ ア 電 話 会 社

ニ ュー ブ ラ ンズ ウ ィ ッ

ク電 話 会 社

テ レケ ー ブル ・ビデ オ

トロン社

農 務 省

ナ イ ト・リ ッ ダ ー

新聞社,ア メリカ電話

電信会社(AT&T)

CBS社,AT&T

システム名/サ ー ビス名

ア イ ー ダ

(IDA)

グ ラ ス ル ーツ

(GRASSROOTS)

エ リ ー 計 画

(ELIE)

ビデオ テックス

(VIDEOTEX)

マ ー キ ュ リー

(MERCURY)

テ リ ド ン ■

(TELIDONπ)

グ リー ンサ ム計 画

(GreenThumbPlan)

ビ ュ ー ト ロ ン

(VIEWTRON)

開 発 状 況 等

1980.6サ ウ ス ・ヘ デ ィ ン グ リーで 実 験

サ ー ビ ス開始

端 末 数33

蓄 積 情 報 量3,500ぺ 一 ジ

1981.6ウ ィ ニペ ッ グで 実 験 サ ー ビス 開

1

念

1

目

始
端 末 数
蓄積情報量

60

50,000ペ ー ジ

1981エ リー で実 験 サ ー ビ ス開 始予 定

響瀟 縫61,ll8ペ ージ 響

1981バ ンクーバ ーで実験サ ービス開

始予定
端 末 数150

1981.1セ ン ト ・ジ ョ ンで 実 験 サ ー ビス

開 始

端 末 数20

1982,秋 モ ン トリオールで実験サー ビス

開始予定

端 末 数250

1980.3ケ ン タ ッキ ー で 実験 サ ー ビス開

始

端 末 数200

1980,7コ ー ラ ル ●ゲ ー ブル ズ で実 験 サ
ー ビス開 始

1981.2第H期 実 験 サ ー ビス 開 始

端 末 数260

蓄 積 情 報 量18,00Qぺ 門 ジ

1982.秋

端 末

リッジウッ ドで実験 サー ビス開

始予定
数200
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リジ ー地 区 に お い て 開始 され て い る。 また,ビ デ ナ テ ッ クスを 応用 して電 話

番 号 案 内を 行 う電 子 式 電話 帳 サ ー ビスの 実験 は,1981年 か ら本 格 的 に開 始 さ

れ,1982年 に イ ル ・エ ・ビ レ ヌ県 で商 用 化 され る予 定 であ る。

西 独 では,郵 電 省(DBP)が,英 国 か ら ピ ュー デ ー タ方 式 の ノウハ ウを購

入 して ビル トシル ムテ キ ス トとい う名 称 の ビデ オ テ ックス を開 発 し,1980年

6月 か らデ ュ ッセル ドル フ と西 ベ ル リンで大 規 模 な実 験 サ ー ビスを 行 って い

る。

カ ナ ダで は,通 信 省(DOC)が,テ レテ キ ス トと ビデオ テ ッ ク ス を 融 合

し,図 形 表 示機 能 を高 度 化 した 独 自の テ リ ドン方 式 を 開発 して お り,ベ ル カ

ナ ダ電 話 会 社 等 が,こ の テ リ ドン方 式 を利 用 した ビデ オ テ ッ クス ・サ ー ビス

の実 験 を 開 始 して い る。

米 国 では,AT&Tが1979年8月 か ら1980年1月 まで の6ヵ 月 間 二 訊一

ヨー ク州 ア ルパ ニ ー で エ レク トロ ニ ッ ク ・イ ン フ ォ メー シ ョン ・サ ー ビス

(EIS)と い う電 子式 電 話 帳 サ ー ビス の小 規 模 な実 験 を行 った 。 また,AT&

Tと ナ イ ト ・ リッダ ー新 聞 社 等 は,共 同 で1980年7月 か ら フ ロ リダ州 で ビ ュ

ー トロ ン とい う ビデ オ テ ックス の 実験 サ ー ビスを 開始 して い る。

こ うした 各 国 の活 発 な 開 発 競 争 を 背景 に 国際 電 信 電 話諮 問委 員 会(CCITT)

では,ビ デ オ テ ッ クスに 関 す る国際 標 準 化 のた め の検 討 を進 め,1980年11月

の総 会 に お い て,ビ デオ テ ッ クス業 務 に 関 す る勧 告及 び会 話 型 ビデオ テ ック

ス のた め の 国際 情 報 交 換 に 関 す る勧 告 を採 択 した 。

(3)テ レテ キ ス ト

我 が 国 で は,文 字 放 送 と して 開発 が進 め られ て い るテ レテ キ ス トも ヨー ロ

ッパ及 び 北 米 で活 発 な開 発 の 動 きが み られ る。

ヨー ロ ッパ で は,既 に 実 験 放 送 あ る いは 定 時 放 送 を行 ってい る英 国 の シー

フ ァ クス及 び オ ラ クル,フ ラ ンス の ア ンチオ ー プ,ス ウ ェーデ ンの テ キ ス ト

テ レ ピのほ か,1980年6月 か ら西独 が ビデオ テキ ス トと称 す る テ レテ キ ス ト

の実 験 放 送 を 開始 した 。 また,オ ラ ソダ で も1980年9月 か らサ ー ビスが 開 始

され た 。
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米 国 で は,1976年 か ら1979年 に か け て主 と して テ レビ会社 が 中 心 とな り・

実 験 サ ー ビスが 行 わ れ て きた が,現 在,そ の標 準 化 が 大 きな 問題 とな って い

る。 米 国 連 邦 通 信委 員会(FCC)は,米 国 電 子工 業会(EIA)に 特 別 委 員会 を

設 置 し,勧 告 案 を 作 成す る こ とを要 請 して い るが,特 別 委 員 会 内 部 で 意見 の

対 立 が あ り,い まだ いず れ の方 式 を採 用 す るの か勧 告 は行 わ れ て い な い。 こ

うした 中 で,米 国CBS社 は,ア ンチ オ ー プ方 式 に よ る テ レテ キ ス トの実 験

サ ー ビスを1981年4月 か ら ロス ア ンゼ ル ス で行 って い る。

また,米 国商 務 省 電気 通 信 情 報 局(NTIA)等 は,カ ナ ダの テ リ ドン方 式

を 用 い た テ レテ キ ス トの実 験 サ ー ビスを,1981年 か ら ワ シ ン トンD.C.で 行

って い る。

カ ナ ダ では,オ ソ タ リオ 教 育 通信 局(OECA)が,テ リ ドン方 式 に よ り,

1981年8月 か らオ ンタ リオ州 で実 験 サ ー ビス を 開始 して い る 。

(4)テ レ テ ック ス

近 年 に お け る マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュ ー タの 急速 な発 達 と ワ ー ドプ ロセ ッサ の

普 及 を 背景 に,テ レ ッ クス及 び フ ァ ク シ ミ リ通 信 に 加 え,新 た な記 録 通信 サ

ー ビス と して テ レテ ッ クス の開 発 が 各 国 で 検 討 され て い る
。

この テ レテ ッ クス ・サ ー ビス は,テ レ ヅ クス を 高速,高 性 能 化 した も ので,

編 集,記 憶 機 能 を 有 す る ワ ー ドプ ロセ ッサ に伝 送機 能 を付 加 し,公 衆 通信 網

を 介 して,テ レ ッ クス よ りも高 級 な サ ー ビス を 提供 し よ う とす る も の で あ

る。

現 在,最 も開 発 が 進 ん で い る西 独 で は,1981年3月 か ら西 独 全域 で試 行 運

用 を開 始 してお り,1982年 か ら商 用 サ ー ビス を 行 う予 定 で あ る。

こ のサ ー ビス は,我 が 国 を は じめ,英 国,フ ラ ンス,ス ウ ェー デ ン,ノ ル

ウ ェー,イ タ リア,ス ペ イ ン,カ ナ ダ等 が そ れ ぞ れ 開 発 を 検 討 して い る。 また,

テ レテ ッ クス ・サ ー ビス の標 準 化 も進 め られ て お り,1980年11月 のCCITT

総 会 に お い て,テ レテ ックス の基 本 的 な網 サ ー ビス,端 末 及 び 端 末 プ ロ トコ

ル に関 す る勧 告 が 行 わ れ てい る。
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(5)デ ィジ タル ・デ ー タ網

近 年,デ ー タ通信 に適 した ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス と して 回線 交 換 あ るい

は パ ケ ッ ト交 換方 式 に よる デ ィジ タル ・デ ー タ網 サ ー ビス を提 供 す る国 が 次

第 に 増 加 して お り,我 が 国 では,既 に電 電 公 社 が 回線 交換 及 び パ ケ ッ ト交換

方 式 に よ る デ ィ ジ タル ・デ ー タ網 サ ー ビス を提 供 して い る。

米 国 で は,既 にGTE/テ レネ ッ ト社,グ ラ フネ ッ ト社,タ イ ム ネ ッ ト社,

ITT-DTS社 等 の付 加 価 値 通信 事 業 老(VAC)が パ ケ ッ ト交 換 方 式 に よる

デ ィジ タル伝 送 サ ー ビスを 行 って い る。 一 方,AT&Tは,従 来 か ら提 供 し

て い た デ ィ ジ タル専 用 線 で あ る デ ー タ ホ ン ・デ ィジ タ ル ・サ ー ビス(DDS)

に 加 え て,56kb/sの 回 線 交 換方 式 に よる デ ー タホ ソ ・デ ィジ タル 交換 サ ー

ビス(DSDS)及 び パ ケ ッ ト交 換方 式 に よる公 衆 デ ー タ網 のACS(Advanced

CommunicadonsService)計 画 を 発 表 し,開 発 を 進 め て い た が,い まだ サ ー

ビス開 始 に 至 って い な い。

また,サ テ ラ イ ト ・ビ ジネ ス ・シス テ ム ズ社(SBS)は,衛 星 を介 して ユ ー

ザ相 互 間 を 接続 し,デ ー タ.画 像,フ ァ ク シ ミ リ及 び 音声 の伝 送 を 総 合 的 に

行 うデ ィジ タル 網サ ー ビスCNS-A(CommunicationsNetworkService-A)

を1981年3月 か ら開 始 した 。

なお,衛 星 と地 上 用 マ イ ク 目ウ ェ ー ブ技 術 を融 合 し,全 国的 規 模 のデ ィジ

タ ル ・デ ー タ網 を 建 設 す る予定 で,1978年 以 来,開 発 が進 め られ て きた ゼ ロ

ッ クス 社 のXTEN(XeroxTelecommunicationsNetwork)計 画 は,1981年

5月,経 済 的 理 由に よ り中 止 され た。

ヨー ロ ッパに お け る新 た な動 き をみ る と,英 国 で は,郵 電 公 社(BPO)が,

1980年9月 か らパ ケ ッ ト交 換 方 式 に よ るPSS(PublicPacketSwitch五ng

Service)の サ ー ビスを 開始 した。

西 独 では,郵 電 省(DBP)が,1975年 か ら提供 して い る デ ィ ジ タル 回線 交

換 サ ー ビスDATEX-Lに 加 え,1980年8月 か らパ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス

DATEX-Pの 試 行 運 用 を 開 始 して い る。

この ほか,欧 州 共 同 体(EC)の 国 際 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス で あ る ユ ー ロ ネ
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ッ ト(Euronet)が,1980年2月 か ら商 用 サ ー ビス を 開始 し,更 に はEC加 盟

国 以外 の ス イ スへ もサ ー ビス を 拡 大 して い る。 また,北 欧4か 国(デ ン マ ー

ク。 ブ イン ラ ン ド,ノ ル ウ ェ ー,ス ウ 占一 デ ン)で は,各 国 を 横 断 す る北 欧

公 衆 デ ー タ網(NPDN)サ ー ビス の 提供 が 回線 交 換 方 式 に よ り計 画 され てお

り,1981年 の完 成 を 目途 に 進 め られ て い る。

(6)宇 宙 通 信 シス テ ム

従 来,衛 星 通 信 は,国 際 通 信 分 野 で の利 用 が 主 で あ った が,最 近 に 至 り各

国 に お い て,国 内通 信 や 域 内通 信 へ と衛 星 通 信 シス テ ムの利 用 拡 大 が 図 られ

て い る。 ま た,近 年,直 接 放 送 衛 星 の実 現 へ の動 きが み られ る よ うに な って

きて い る 。我 が 国 で も,こ れ まで の開 発 成 果 を踏 まえ て,通 信 衛 星 及 び 放送

衛星 の 実用 化 が積 極 的 に進 め られ て い る。

米 国 で は,国 内衛 星 通 信 分野 へ の複 数 参 入 を認 めた1972年 の 「ナ ー プ ン ・

ス カ イ ・ポ リシ ー」 以 来,RCAア メ リコ ム社,ウ ェス タ ン ・ユ ニ オ ン 社

(WUT),ア メ リカ ン ・サ テ ラ イ ト社(ASC),AT&T/GTEサ テ ライ ト社

(GSAT)が 衛 星 を 利 用 した 国 内通 信 サ ー ビス を提 供 して きた が,こ れ らの初

期 参 入 通信 事 業 者 に加 え,サ テ ラ イ ト ・ビジ ネス ・シス テ ム ズ社(SBS)が,

1981年3月 か らサ ー ビスを 開 始 して い る。

ま た,SBSに 続 き,ヒ ュー ズ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ンズ社(HCI),サ ザ ソ

パ シ フ ィ ッ ク ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ズ社(SPC)等 の新 規 参 入 計 画 が 相 次 ぎ

有 限 な静 止 衛 星 軌 道 位 置 を 巡 る競争 が激 化 して きた 。 このた め,FCCは,

1980年12月,各 社 か ら提 出 され て い た25個 の 衛星 製 造 と20個 の衛 星 打 上 げ の

申請 に 対 し,一 括 して 認 可 し,各 社 の 衛 星軌 道 位 置 を 決 定 した 。

今 後,衛 星 通 信 サ ー ビス に対 す る需 要 の伸 び や,経 済性 の 向 上,さ ま ざ ま

な新 サ ー ビス の展 開 が 期 待 され るが,一 方,衛 星 の軌 道 位 置 の 不足 に よ って

国 内衛 星 通 信 事 業 の 発 展 が 損 な われ る こ とを 回避 す る た め,FCCは,軌 道

位 置 間 隔 の 縮 小,軌 道 位置 の有 効利 用 等 の検 討 を 開始 して い る。

こ のほ か,米 国 で は,コ ムサ ッ ト社 の 子会 社 で あ るサ テ ライ ト ・テ レ ビジ

ョン社(STC)に よ り直 接 放 送 衛 星 の計 画 が 進 め られ て い る。 これ は,加 入
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者 の屋 上 に備 え られ た 小 型 の パ ラボ ラ ・ア ンテナ に 衛星 を 介 して直 接,有 料

の テ レビ ジ ョン放 送 を行 うサ ー ビス で,STCは,1980年12月,FCCに 対 し

正 式 に サ ー ビス提 供 の 申請 を 行 って お り,米 国 放 送業 界 に大 き な波 紋 を投 げ

か け て い る。

フ ラ ンス で は,郵 電 省(PTT)が テ レマ テ ィー ク計 画 の一 環 と して,衛 星

通 信 シス テ ム 「テ レ コム1」 計 画 を推 進 してい る。 この計 画 は,① 海外 県 と

本 国 との電 気 通 信 網 の充 実,② 直接 通 信 方 式 に よる企 業 向け 高 速 デ ィジ タル

・サ ー ビス の提 供 を 主 な 目的 とす る もの であ り
,1983年 か らのサ ー ビス 開始

を 予定 して い る。

また,フ ラ ンス と西 独 は,共 同 で 国 内用 直 接 放 送衛 星 の計 画 を して お り,

西 独 のTV-SAT,フ ラ ンス のTDF-1が,1985年 か らサ ー ビスを 開始 す る

予 定 で あ る。 直 接 放 送 衛 星 計 画 と して は,こ のほ か に ル クセ ンブル グ等 の独

自 の計 画及 び北 欧5か 国(デ ンマ ー ク,フ ィン ラ ン ド,ノ ル ウ ェー,ス ウ ェ

ー デ ン
,ア イ ス ラ ン ド)共 同 の 計 画 が あ り,1985年 以 降か らサ ー ビス を 開始

す る予 定 で あ る。

な お,域 内衛 星 通 信 計 画 と して は,1983年 サ ー ビス 開始 予 定 の ヨー ロ ッパ

地 域 通信 シ ス テ ム(ECS),1984年 サ ー ビス開 始 予 定 の ア ラ ブサ ッ ト及 び 東 南

ア ジア 地域 の パ ラパB等 が あ る。


